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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】
　平成27年３月27日に提出いたしました第20期（自　平成26年１月１日　至　平成26年12月31日）の有価証券報告書の

記載事項の一部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報告書を提出するもの

であります。

 

２【訂正事項】
第一部　企業情報

第１　企業の概況

５　従業員の状況

(2）提出会社の状況

第２　事業の状況

４　事業等のリスク

(1）外部環境について

①　法的規制について

(4）財政状態及び経営成績の変動について

①　物件の引渡し時期等による業績の変動について

 

３【訂正箇所】
　訂正箇所は＿＿＿線を付して表示しております。

 

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

５【従業員の状況】

（２）提出会社の状況

＜訂正前＞

平成26年12月31日現在
 

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

73（17） 30.6 5.7 5,243,761

 

＜訂正後＞

平成26年12月31日現在
 

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

73（16） 30.6 5.7 5,243,761

 

第２【事業の状況】

４【事業等のリスク】

　　（１）外部環境について

①　法的規制について

＜訂正前＞

当社グループは不動産業及び建設業に属し、「宅地建物取引業法」、「建設業法」及び関連する各種法令により

規制を受けており、当社においては宅地建物取引業免許及び一般建設業許可について、子会社株式会社ウィル空間

デザインにおいては宅地建物取引業免許及び特定建設業許可について、子会社株式会社リノウエストにおいては宅

地建物取引業免許について、子会社株式会社遊においては宅地建物取引業免許及び特定建設業許可について、それ

ぞれ監督官庁より許認可を受けております。現時点において、当該免許及び許認可等が取消しとなる事由は発生し

ておりませんが、将来、何らかの理由により、当該許認可等が取消され又はそれらの更新が認められない場合に

は、当社の事業活動に支障をきたすとともに、業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。

また、これらの法律等の改廃又は新たな法的規制が今後生じた場合には当社グループの業績に影響を及ぼす可能

性があります。
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＜訂正後＞

当社グループは不動産業及び建設業に属し、「宅地建物取引業法」、「建設業法」及び関連する各種法令により

規制を受けており、当社においては宅地建物取引業免許及び一般建設業許可について、子会社株式会社ウィル空間

デザインにおいては宅地建物取引業免許及び特定建設業許可について、子会社株式会社リノウエストにおいては宅

地建物取引業免許について、子会社株式会社遊においては宅地建物取引業免許及び特定建設業許可について、それ

ぞれ監督官庁より許認可を受けております。現時点において、当該免許及び許認可等が取消しとなる事由は発生し

ておりませんが、将来、何らかの理由により、当該許認可等が取消され又はそれらの更新が認められない場合に

は、当社の事業活動に支障をきたすとともに、業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。

また、これらの法律等の改廃又は新たな法的規制が今後生じた場合には当社グループの業績に影響を及ぼす可能

性があります。

（当社）

許認可等の名称 許認可等の内容 有効期限 許認可取消事由等

宅地建物取引業免許
国土交通大臣免許

(3)第6447号

平成30年６月17日

（５年ごとの更新）

不正な手段による免許の取得や役員

等の欠格条項違反に該当した場合は

免許の取消（宅建業法第66条）

一般建設業許可
国土交通大臣許可

（般－27）第21398号

平成32年10月４日

（５年ごとの更新）

不正な手段による許可の取得や役員

等の欠格条項違反に該当した場合は

許可の取消（建設業法第29条）

 

（㈱ウィル空間デザイン）

許認可等の名称 許認可等の内容 有効期限 許認可取消事由等

宅地建物取引業免許
兵庫県知事免許

(3)第300235号

平成32年10月25日

（５年ごとの更新）

不正な手段による免許の取得や役員

等の欠格条項違反に該当した場合は

免許の取消（宅建業法第66条）

特定建設業許可
兵庫県知事許可

（特－24）第301546号

平成30年３月18日

（５年ごとの更新）

不正な手段による許可の取得や役員

等の欠格条項違反に該当した場合は

許可の取消（建設業法第29条）

 

（㈱リノウエスト）

許認可等の名称 許認可等の内容 有効期限 許認可取消事由等

宅地建物取引業免許
大阪府知事免許

(2)第52054号

平成28年２月１日

（５年ごとの更新）

不正な手段による免許の取得や役員

等の欠格条項違反に該当した場合は

免許の取消（宅建業法第66条）

 

（㈱遊）

許認可等の名称 許認可等の内容 有効期限 許認可取消事由等

宅地建物取引業免許
兵庫県知事免許

(1)第11674号

平成31年６月18日

（５年ごとの更新）

不正な手段による免許の取得や役員

等の欠格条項違反に該当した場合は

免許の取消（宅建業法第66条）

特定建設業許可
兵庫県知事許可

（特－25）第116499号

平成31年２月19日

（５年ごとの更新）

不正な手段による許可の取得や役員

等の欠格条項違反に該当した場合は

許可の取消（建設業法第29条）
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（４）財政状態及び経営成績の変動について

①　物件の引渡し時期等による業績の変動について

＜訂正前＞

不動産業界においては、一般に転勤及び学期末の時期であること等から、３月頃に不動産物件の引渡し等が集中

し売上高が増加する傾向にありますが、当社グループにおいては、当該季節要因とは別に、開発分譲事業における

個別物件の引渡し時期による業績偏重が生じる可能性があります。

開発分譲事業における売上高は、会計上、物件の売買契約締結時（営業活動の完了時）には計上されず、引渡時

（役務提供の完了時）において計上されます。このことから、天災地変、事故、その他予期し得ない要因による工

期遅延等の不測の事態により開発分譲物件の引渡時期について、四半期末並びに年度末を越える遅延が生じた場

合、また、市況の影響による販売期間の長期化が余儀なくされた場合には、当社グループの経営成績は著しく変動

する可能性があります。

 

＜訂正後＞

不動産業界においては、一般に転勤及び学期末の時期であること等から、３月頃に不動産物件の引渡し等が集中

し売上高が増加する傾向にありますが、当社グループにおいては、当該季節要因とは別の営業戦略上の理由によ

り、開発分譲事業における個別物件の引渡し時期が第４四半期に集中する傾向があり、これによる業績偏重が生じ

る可能性があります。

開発分譲事業における売上高は、会計上、物件の売買契約締結時（営業活動の完了時）には計上されず、引渡時

（役務提供の完了時）において計上されます。このことから、天災地変、事故、その他予期し得ない要因による工

期遅延等の不測の事態により開発分譲物件の引渡時期について、四半期末並びに年度末を越える遅延が生じた場

合、また、市況の影響による販売期間の長期化が余儀なくされた場合には、当社グループの経営成績は著しく変動

する可能性があります。

なお、連結業績に占める第４四半期の売上高及び営業利益の割合は以下のとおりであります。

 平成25年12月期（第４四半期） 平成26年12月期（第４四半期）

売上高 39.2％ 37.0％

営業利益 43.0％ 43.2％

 

以上
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